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法は、近隣領域の海岸侵食を促進
する懸念を有している。海岸線で
は、日本の海岸約 35,000 km のう



















































































で 200 年に 1 度程度発生する恐れ
のある洪水は 90～145 年に 1 度程





































25～90 年に 1 度程度に増加する
と予測される5）。
2）海面上昇


























































22 路線 130 駅のうち、17 路線 97
駅が浸水すると予測される14）。
2）高潮災害






































































































































































































































































































































































































土で約 188 万世帯の約 505 万人に
影響が及んだと推定されている。
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2010 年 4 月より現職にて、社会基盤に関する科学技術動向等の調査研究に従事。
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